
 

栃木県内市における報酬額の改定状況等 
（令和 6年 4月現在） 

区分 改定年 
改定後報酬額（円） 改定前報酬額（円） 改定の理由等 

 

※は、現在の見直しに向けた取り組み状況 議長 副議長 議員 議長 副議長 議員 

宇都宮市 平成 9年 800,000 710,000 670,000 770,000 680,000 640,000 国家公務員給与改定に準じたため 

足利市 平成 25年 587,000 537,000 498,000 590,000 540,000 500,000 市報酬等審議会の答申に基づく改定 

栃木市 平成 22年 535,000 465,000 420,000 535,000 445,000 420,000 合併による見直し  

佐野市 平成 9年 535,000 465,000 420,000 510,000 440,000 400,000 不明 

鹿沼市 平成 9年 530,000 445,000 420,000 510,000 425,000 400,000 
不明 ※令和 5 年に議会改革特別委員会を設置し、現在、協議中で

ある 

日光市 平成 18年 490,000 410,000 380,000 合併前市町村による 
合併による見直し ※本年７月に協議会を設置し、協議を開始したと

ころであり、年内に結論を出す予定 

小山市 平成 10年 600,000 540,000 510,000 580,000 520,000 490,000 他市の改定状況、一般職の人勧の完全実施を踏まえ改定 

真岡市 平成 10年 530,000 435,000 405,000 505,000 415,000 385,000 一般職の給与改定状況、他市との均衡等を踏まえ改定 

大田原市 令和 2年 500,000 435,000 406,000 485,000 395,000 360,000 定数削減に伴う見直し 

矢板市 平成 6年 440,000 355,000 325,000 410,000 330,000 300,000 不明 

那須塩原市 平成 28年 510,000 450,000 420,000 480,000 390,000 355,000 報酬審議会による答申に基づく改定 

さくら市 平成 18年 450,000 365,000 335,000 345,000 270,000 240,000 合併による見直し ※現在、検討段階であり勉強会を開催予定である 

那須烏山市 平成 18年 370,000 300,000 270,000 335,000 265,000 235,000 
合併による見直し ※次期改選後（令和 8 年 5 月）から引き上げるこ

とが決定している 
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